
資料４

高齢者の歩行中事故の現状

平成 年 月 日平成２３年１１月２５日



交通事故の推移と第９次交通安全基本計画

交通事故死者は平成４年に第二のピ ク 死傷者は平成16年にピ ク 以降減少交通事故死者は平成４年に第二のピーク、死傷者は平成16年にピーク、以降減少

第９次交通安全基本計画では、平成27年までに、死者3000人以下、死傷者70万人以下を目標

近年、減り方が鈍化しており、より効率的、効果的に取り組むことが必要
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資料） 警察庁資料より作成

昭和 平成 （年）
（注） １ 昭和46年以前の件数、死者数及び死傷者数には、沖縄県を含まない

２ 平成23年の死者数、死傷者数は、平成23年10月末の死者数の対前年比（▲4.2%）を用いて推定



交通事故の国際比較（１）

人口あたりの交通事故死者数 ⇒ ５番目に安全人口あたりの交通事故死者数 ⇒ ５番目に安全

走行台㎞あたりの交通事故死者数 ⇒ １３番目に安全
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注1 IRTAD資料による。

2 国名に年数（西暦）の括弧書きがある場合を除き、2009年の数値である。

3 数値は全て30日死者（事故発生から30日以内に亡くなった人）のデータを

基に算出されている。

注1 IRTAD資料による。

2 国名に年数（西暦）の括弧書きがある場合を除き、2009年の数値である。

3 国名に括弧書きがある場合は、データが存在しない。

4 数値は全て30日死者（事故発生から30日以内に亡くなった人）のデータを

基に算出されている。



交通事故の国際比較（２）

自動車乗車中はイギリスよりも安全 歩行中 自転車乗用中は他の主要国に較べて危険自動車乗車中はイギリスよりも安全、歩行中・自転車乗用中は他の主要国に較べて危険

交通事故死者に占める高齢者（６５歳以上）の割合が人口構成に較べて高い
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資料）各国の交通事故に関する統計に記載された2009年の30日死者数を基に作成



高齢者の交通事故

高齢者の交通事故死者の５０％は歩行中高齢者の交通事故死者の５０％は歩行中

歩行中の交通事故死者の７２％は高齢者
⇒ 高齢者の歩行中の交通事故死者は全体の２５％

高齢者の交通事故死者の状態別内訳
（平成２２年）

歩行中の交通事故死者の年齢構成
（平成２２年）（平成 年） （平成 年）
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資料）警察庁公表資料より作成資料）警察庁公表資料より作成

65歳以上
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〈参考〉 年齢層別にみた主な死因

１５歳 １９歳の死因の約２０％が交通事故１５歳～１９歳の死因の約２０％が交通事故

５歳～２９歳の幅でみれば、交通事故が占める割合は１１％

年齢層別の人口、死者、交通事故死者及び主な死因（平成２２年）

死因割合人 口 死者全体 交通事故死者
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5資料）人口：総務省 平成22年10月1日時点人口（H22国勢調査結果）より作成
死者全体、交通事故死者（事故発生から1年以内に亡くなった人）、死因割合：厚生労働省 平成22年人口動態統計（死亡数、性・年齢・死因別） より作成

, , , , ,

交通事故 不慮の事故

（交通事故除く）

自殺 疾病 その他



歩行中の交通事故

歩行中交通事故 死者の６４％は幹線道路 死傷者の６７％は生活道路歩行中交通事故 ： 死者の６４％は幹線道路、死傷者の６７％は生活道路

幹線道路については、交差点部における横断中の事故が多くなる傾向

歩行中事故の道路種別別内訳（平成２２年） 幹線道路における歩行者関連事故（平成２１年）

100%
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※幹線道路：一般国道、主要地方道、一般都道府県道

181,204
（15%）

（33%）

0%
道路延長(km) 死者数(人) 死傷者数(人)

※道路延長：平成21年4月1日現在

その他
70 1,720 16 327

合計 1,052 22,098 268 4,306

6資料）道路統計年報、ITARDAデータより作成

資料）交通事故統合データより作成
※道路延長：平成21年4月1日現在
※交通事故死者数（人）死傷者数（人）：平成22年、高速自動車国道等を除く
※幹線道路：一般国道、主要地方道、一般都道府県道
※生活道路：市町村道、その他（農道、私道など道路法上の道路以外の道路など）



交差点における事故対策例（１）

国道１６号 大網街道入口交差点（千葉県）国道１６号 大網街道入口交差点（千葉県）

隅切り半径が大きいため、
横断歩道部へ高速で進入

左折時 歩行者 自転車⇒ 左折時の歩行者・自転車
事故が多発

＜交差点構造のコンパクト化＞

導流島があるため、横断歩道まで
進入の距離が長くなり、前方からの
直進車の合間に横断歩道へ高速で
進入。結果、直進車に注視するあま
り歩行者の確認が遅れる。

• 隅切り半径の縮小

（歩道巻込み部の前出し）

• 導流島の改廃による進入距離
の縮小

• 交差点内に右折導流路及び停り歩行者 確認 遅 る。
⇒ 右折時の歩行者事故が多発

車
自転車・歩行者

50

止位置を明示

⇒ 速度抑制、視認性向上

• 交通事故発生要因の分析に基づく交通事故対策
の効果について分析・評価を実施

⇒ 知見の集積を図りノウハウを共有化
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交差点における事故対策例（２）

国道５１号 京成成田駅入口交差点（千葉県）国道５１号 京成成田駅入口交差点（千葉県）

＜交差点構造のコンパクト化＞
隅切り半径が大きいため、
横断歩道部へ高速で進入
⇒ 左折時の歩行者・自転車

事故が多発

＜交差点構造のコンパクト化＞

• 隅切り半径の縮小

（歩道巻込み部の前出し）

• 横断歩道位置の前出し

• 停止線位置の前出し

国道、従道路とも多車線のため、
横断歩道部までの距離が長く、
横断歩道部へ高速で進入
⇒ 左折時の歩行者・自転車

⇒ 速度抑制、視認性向上
折時 歩行者 転車

事故が多発

車
歩行者・自転車

25 

• 交通事故発生要因の分析に基づく交通事故対策
の効果について分析・評価を実施

⇒ 知見の集積を図りノウハウを共有化
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事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）

幹線道路（直轄国道）において 「選択と集中」 「市民参加 市民との協働」により重点的 効果的幹線道路（直轄国道）において、「選択と集中」、「市民参加・市民との協働」により重点的、効果的
に交通事故の撲滅を図る『事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）』を推進

政府の基本方針

（成果の目標・評価） （予算の編成・執行）

（全国レベル）

１．事故の危険性が高い区間を明確化⇒「選択と集中」

①事故データに基づく区間

死傷事故率、重大事故等の発生件数等

②潜在的な危険区間

長 期 目 標

＜成果指標＞
②潜在的な危険区間

地域住民、道路利用者、市町村等からの指摘等

⇒

（学識者、関係者等からなる委員会から意見を聴取）

全国で１４，３０３区間を選定（平成２２年度）

各年度の目標 予 算

達成度評価

（学識者、関係者等 なる委員会 意見を聴取）

２．情報の共有化⇒「市民参加・市民との協働」

※地域住民、道路利用者に危険区間を認識してもらうことに
よる事故削減効果にも期待（意識や行動を変える）

（現地レベル）

事故危険区間の抽出

①代表的な事故危険区間の公表

②注意喚起看板の設置

③地域住民・関係機関等との合同現地点検

事故発生要因の分析

分 析・評 価
（対策の有効性検証）

対策メニューの選定

【 岡山国道事務所での取り組み 】

9
事 業 実 施効果計測(データ)

（対策の有効性検証）

地域住民、関係機関等による現地点検、意見交換



交差点事故・歩行者事故の削減に向けた新たな取り組み

交差点部での交通事故削減に向けては 従来の取り組みに加えて ラウンドアバウト等これまで交差点部での交通事故削減に向けては、従来の取り組みに加えて、ラウンドアバウト等これまで
積極的には導入されてこなかった施策についても、その導入の可能性や適用範囲の明確化等に
ついて検討を行うべきではないか

※ ラウンドアバウトは、信号機を必要としないことから、設置コストや維持管理・更新コストの削減、車両停止・発進時の排ガス排出
の削減による環境性能の向上等 安全面以外にも多くのメリ トが見込まれるの削減による環境性能の向上等、安全面以外にも多くのメリットが見込まれる。

ラウンドアバウト 歩行者のための安全島

安全性の向上安全性の向上

死者９０％以上削減

負傷者７６％削減

事故３５％削減

速度低下による歩行者の安全向上

流出部での
車線変更不要反時計周りに走行

流入部での「ゆずれ」標識

中央島

１車線でなくても可

米国ＤＯＴ－ＦＨＷＡのパンフレットより 米国ＤＯＴ－ＦＨＷＡのパンフレットより

速度を抑制する
幾何構造

１車線でなくても可
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